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１．計画改定の方針 

本市は、「地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）」第 21 条に基づ

き、「三好市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定し、約 10年間にわたり対策を推

進してきた。現行の「第２次計画」が 2026（令和８）年３月末で期間満了を迎えるにあたり、

国内外の動向やこれまでの進捗状況を踏まえ、新たに「第３次三好市地球温暖化対策実行計

画（事務事業編）（以下「第３次計画」という。）」を策定する。これにより、本市の地球温暖

化対策をさらに加速させていくものとする。 

 

２．地球温暖化対策に向けた動向 

（１）パリ協定 

2015（平成 27）年に開催された国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議（COP21）におい

て、「パリ協定」が採択された。同協定においては、産業革命以降の世界の平均気温上昇を２℃

よりも十分下方に抑え、さらに 1.5℃に抑える努力の追求をしていくこと、この目的を達成す

るために、今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収を均衡（世界全体でのカーボン

ニュートラル）させることなどが、世界的な目標として設定された。 

 

（２）国の2050年カーボンニュートラル 

わが国では、菅元首相による所信表明（2020（令和２）年 10月）及び米国主催「気候サミ

ット」（2021（令和３）年４月）において、「2050年カーボンニュートラルの長期目標と、整

合的で野心的な目標として、わが国が、2030年度において、温室効果ガスの 2013年度からの

46％削減を目指すことを宣言するとともに、さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく」

ことを表明した。 

「地球温暖化対策計画」では、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、2030（令和 12）

年度の温室効果ガス排出量を 2013（平成 25）年度比で 46％削減し、2035（令和 17）年度に

は 60％、2040（令和 22）年度には 73％削減することとしている。 

また、「政府実行計画」においても、2013（平成 25）年度を基準年として、政府全体の温室

効果ガス排出量を 2030（令和 12）年度までに 50％、2035（令和 17）年度までに 65％、2040

（令和 22）年度までに 79％削減することを目標とし、庁舎等における省エネの徹底や太陽光

発電の最大限の導入、新築建築物の ZEB化、再生可能エネルギー等の脱炭素電源や GX製品の

率先調達、フロン類の排出抑制等の措置を講ずることとしている。 

三好市地球温暖化対策実行計画 
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３．第3次計画の概要 

（１）計画の位置付け及び目的 

本計画は、「温対法」第 21 条第１項に基づき都道府県及び市町村が定めることとされてい

る、地方公共団体実行計画（事務事業編）として位置づける。また、本市の市長部局における

事務・事業は、「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」

（以下「省エネ法」という。）の特定事業者として、エネルギー使用状況の把握や省エネルギ

ー化の推進が義務となっている。省エネルギー化への取組は、地球温暖化対策の重要な位置

付けとなることから、本市では実行計画の運用において温室効果ガス排出量及びエネルギー

使用量の削減における取組の合理化を目指すものとする。 

また、本計画は、法令を遵守するとともに、上位計画や各種環境関連計画及びまちづくり

に関する他分野の関連計画等の整合性に配慮しながら、関係部局との連携等を図り、全庁的

に取り組んでいくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公共団体実行計画（事務事業編）の位置付け 

（２）基本的事項 

①計画の期間 

◼ 基準年度：2014（平成 26）年度 

◼ 計画期間：2026（令和８）年度～2030（令和 12）年度 

◼ 目標年度：2030（令和 12）年度（短期目標年度）、2035（令和 17）年度（中期目標年度）、

2040（令和 22）年度（長期目標年度） 

②対象範囲 

◼ 調査対象とする事務・事業：本市の管理する全ての事務・事業（指定管理施設含む） 

◼ 調査対象ガス：二酸化炭素（CO2）  

連携 

三好市公共施設等総合管理計画等 

策定を規定 反映 

第２次三好市総合計画 策定 

整合 

三好市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

エネルギー 

管理義務 

整合 

三好市環境基本計画 

整合 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

地球温暖化対策計画 

エネルギーの使用の合理
化及び非化石エネルギー
への転換等に関する法律 

三好市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

（対象範囲：三好市全域、対象者：市民・事業者・行政） 

 

整合 
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４．温室効果ガス排出状況 

（１）基準年の温室効果ガス排出状況 

 

基準年度の活動量及び温室効果ガス排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）2024（令和６）年度の温室効果ガス排出状況 

①活動量の推移 

活動量の推移をみると、基準年度比では全ての排出源が減少しているが、前年度比では A

重油及び LPGを除く排出源（ガソリン、軽油、灯油、電気）が増加している。 

【減少要因】 

○A 重 油：新庁舎の供用開始（2025（令和７）年１月） 

※旧庁舎ではヒートポンプ式空調を採用していたため 

○L P G：三好市学校給食センターの提供食数の減少（259,915食→246,060食） 

【増加要因】 

○ガソリン：車両の使用頻度の増加 

○軽  油：寒冬による井川スキー場腕山（圧雪車）の使用頻度の増加 

○灯  油：猛暑による三野体育館の空調（冷房）の利用頻度の増加 

※吸収式空調を採用しているため 

○電  気：新庁舎の供用開始（2025（令和７）年１月）及び池田地区水道施設の取水 

量・配水量の増加 

  

2014（平成 26）年度（基準年度）温室効果ガス排出量：12,519t-CO2 

 

※2014（平成 26）年度（基準年度）について 

第３次計画の基準年度排出量は 12,519t-CO2となり、第２次計画時の 12,417t-CO2から変更され

た。これは、電気の排出係数が見直されたこと（0.699→0.706kg-CO2/kWh）により、電気由来の排

出量が 102t-CO2増加したことによるものである。 

排出量

【t-CO2】

ガソリン 98,340 ℓ 228

軽油 41,335 ℓ 107

灯油 125,502 ℓ 313

A重油 182,643 ℓ 495

LPG 180,489 ㎥ 1,078

14,587,714 kWh 10,299

12,519

排出源 活動量

燃
料

電気

温室効果ガス総排出量
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活動量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②温室効果ガス排出量の推移 

2024（令和６）年度の温室効果ガス排出量は、7,989ｔ-CO2（基準年度比-35.7％）で中間目

標（2025（令和７）年度までに基準度比 34.4％の削減）を達成しているが、2023（令和５）

年度と比較すると増加していることが課題である。 

電気の使用量（活動量）は前年度比で 0.3％のわずかな増加に留まったが、それに伴う温室

効果ガス排出量は 27.9％と大幅に増加している。この大きな乖離は、排出量の算定に用いる

電気事業者の排出係数が前年度より悪化した（増加した）ことに起因している。 

排出源別温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第２次計画の目標達成状況を示すため、同計画の基準年度に対する削減量、削減率を表してい

る。 

③温室効果ガス排出構成 

2024（令和６）年度における温室効果ガス排出量の割合

が最も多いエネルギーは電気（78.9％）で、次いで LPG

（9.9％）、A重油（6.1％）、灯油（2.6％）となっている。

そのため、温室効果ガスの排出削減には電気使用に関する

取組を推進していくことが有効的である。 

 

 

※率の合計については、端数処理の関係により 100％にならない場合がある。 

温室効果ガス排出構成（2024（令和６）年度） 

電気

78.9%

LPG

9.9%

A重油

6.1%

灯油

2.6%

ガソリン

1.8%

軽油

0.8%

増減量 増減率 増減量 増減率

ガソリン Kℓ 98 59 62 57 62 -37 -37.3% 5 8.1%

軽油 Kℓ 41 34 21 17 24 -17 -42.3% 7 40.3%

灯油 Kℓ 126 79 82 80 84 -41 -32.9% 4 5.2%

A重油 Kℓ 183 44 197 195 179 -3 -1.8% -16 -8.0%

LPG 千㎥ 180 17 138 134 132 -49 -26.9% -2 -1.5%

千kWh 14,588 13,047 13,164 13,314 13,354 -1,234 -8.5% 40 0.3%

燃
料

電気

2014
（平成26）

年度
（基準年度）

2021
（令和3）

年度

2022
（令和4）

年度
前年度比

2024（令和6）年度
2023

（令和5）
年度

排出源 基準年度比

【単位：t-CO2】

増減量 増減率 増減量 増減率

ガソリン 228 137 143 131 143 -85 -37.3% 12 9.2%

軽油 107 88 56 45 62 -45 -42.2% 17 37.0%

灯油 313 197 204 200 210 -103 -32.9% 10 4.8%

A重油 495 119 534 537 486 -9 -1.8% -51 -9.5%

LPG 1,078 91 817 799 788 -289 -26.8% -11 -1.4%

10,197 7,126 6,348 4,926 6,301 -3,896 -38.2% 1,375 27.9%

12,417 7,758 8,102 6,638 7,989 -4,427 -35.7% 1,351 20.4%

※四捨五入の関係で、合計値・割合は整合しない場合がある。

前年度比

2024（令和6）年度

基準年度比

燃
料

2021
（令和3）

年度

2022
（令和4）

年度

2023
（令和5）

年度

電気

温室効果ガス排出量
合計

排出源

2014
（平成26）

年度
（基準年度）
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５．温室効果ガス削減目標 

本計画の事務事業に係る温室効果ガス削減目標は、三好市地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）の削減目標並びに温室効果ガス削減ポテンシャルを踏まえ、短期目標、中期目標、

長期目標において、下記のとおり設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第３次計画における平成 26（2014）年度（基準年）の温室効果ガス排出量は、12,519t-

CO2となる。 

 

６．温室効果ガス削減にむけた取組施策 

国の「政府実行計画」並びに徳島県の「エコオフィスとくしま・県率先行動計画（第７次計

画）」に基づき、以下の４つの基本方針と具体的な取組内容を定める。 

基本方針 具体的な取組内容 

１．再生可能エネルギーの最大限導入 ①公共施設への太陽光発電設備・蓄電設備の導入

促進 

②その他再生可能エネルギーの導入 

③ペロブスカイト等の次世代太陽電池の率先導入 

２．建築物の建築、管理等 ①建築物の ZEB化 

②LED照明の導入 

③高効率省エネルギー設備等の導入 

３．環境に配慮した調達の推進 ①環境負荷の少ない自動車の導入 

②環境に配慮した電力調達の推進 

③グリーン購入の推進 

④地域産材利用の木造・木質化の推進 

４．温室効果ガス削減等への配慮 

①日常的な取組の推進 

②環境価値の創出 

  

短期目標（目標年度：2030（令和12）年度） 

2014（平成 26）年度（基準年度）比：61.7％削減 

中期目標（目標年度：2035（令和17）年度） 

2014（平成 26）年度（基準年度）比：70.0％削減 

長期目標（目標年度：2040（令和22）年度） 

2014（平成 26）年度（基準年度）比：76.1％削減 
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１ 再生可能エネルギーの最大限導入 

①公共施設への太陽光発電設備・蓄電設備の導入促進 

⚫ 2030（令和 12）年度までに、太陽光発電設備を本市所有の設置可能な建築物等へ 50％

導入することを目指す。導入方法としては自己所有、リース、PPAなどを検討し、事業

採算性の評価も行う。 

②その他再生可能エネルギーの導入 

⚫ 公共施設における木質バイオマスエネルギーの利用により CO2 を削減することを検討

する。 

⚫ 地域に密着した獣害防止用電気柵、外灯への給電、電気自動車の充電設備、６次産業

化（農産品加工施設など）を検討するとともに、小水力発電設備の導入を検討する。 

２ 建築物の建築、管理等 

①建築物の ZEB化 

⚫ 建物の用途に合わせた ZEB の導入を検討するが、事前に省エネ診断などを実施し、省

エネ設備導入や再生可能エネルギー利用によるエネルギー削減量（削減率）等を把握

した上で、ZEBの可能性を検討する。 

②LED照明の導入 

⚫ 市の建築物における照明設備については、2030（令和 12）年度までに LED照明の導入

割合 100％を目指す。また、調光システムの導入も併せて検討し、適切な照度調整を行

う。 

③高効率省エネルギー設備等の導入 

⚫ 施設設備の老朽化などによる設備更新時には、事前に省エネ診断を実施し、LD-Tech製

品などの高効率省エネ設備の導入を検討する。 

⚫ 投資回収が見込まれる費用対効果の高いものについては、ESCO事業や国庫補助金等の

支援策を活用し、積極的に取り組むものとする。 

⚫ 施設の更新時に合わせた設備のダウンサイジングや高効率化、老朽化したポンプ設備

等を更新する際は、インバーター制御化等の省エネルギー設備の導入を検討する。 

３ 環境に配慮した調達の推進 

①環境負荷の少ない自動車の導入 

⚫ 本市は、公用車の使用実態を精査し、台数の削減を図るとともに、公用車の買い替え

の際は環境負荷の少ない自動車の導入を検討する。 

⚫ 電気自動車（EV）の普及促進を図るためには、EV充電設備を導入する必要がある。庁

舎のほかに、観光施設への EV充電設備（EVステーション）導入も検討する。 

②環境に配慮した電力調達の推進 

⚫ 施設で使用する電力は、小売電気事業者別排出係数の低い事業者と契約することによ

り CO2排出量を削減してきたが、今後も同様に継続拡充していくこととする。 

③グリーン購入の推進 

⚫ 本市で使用する物品等は、「グリーン購入の調達者の手引き」に示された「特定調達品

目及びその判断の基準」を参考にし、購入を検討する。 

④地域産材利用の木造・木質化の推進 

⚫ 市の公共建築物の建替えや改修時には、地域産材の木材を利用し、木造化・木質化を

図っていく。そして民間建築物へも木材利用を波及させていく。 
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４ 温室効果ガス削減等への配慮（一部抜粋） 

①日常的な取組の推進 

■空調・換気に関する取組 

⚫ 快適性を損なわない範囲で、室内温度・湿度の適正な管理を行う（夏期は 28℃、冬期

は 20℃が目安）。 

⚫ 執務室、会議室等の室温を許容範囲で緩和する（１℃の緩和で 10％の省エネ）。 

⚫ 使用されていない部屋の空調を停止する（会議終了後の空調停止含む）。 

■照明に関する取組 

⚫ 照度を適正化するため、JIS「照度基準総則」に基づき、必要以上に明るい場合は、照

明スイッチによる消灯や照明の間引き等を行う。 

⚫ 必要な場所のみ点灯できるよう、照明スイッチ周辺に点灯場所を細分化したものを明

示する。また、消灯ルールの設定、周知、点検を行う。 

⚫ 空室、不在時等のこまめな消灯を行う。日 

■給湯に関する取組 

⚫ 給湯温度の設定を衛生上可能な範囲で低く調整し、給湯エネルギー消費量や配管の熱

損失を減らす。 

⚫ 給湯器や湯沸かし器などは、季節に合わせた設定温度に調節する。 

⚫ 業務に支障のない範囲で、昼休みの執務室の消灯、廊下照明の部分消灯を徹底する（調

光システムが導入されているところを除く）。 

■事務用機器等に関する取組 

⚫ 低電力モード機能搭載の OA機器は、低電力モードに設定する。 

⚫ パソコンモニターの輝度を業務に支障のない範囲で下げる。 

⚫ スイッチ付き電源タップを活用し、退室後の待機電力消費を防止する。 

■公用車使用に関する取組 

⚫ アイドリングストップの徹底や急発進・急加速の回避など、「エコドライブ 10」を励行

する。 

⚫ 近距離の移動時には徒歩や自転車を利用し、可能な限り公用車の使用を抑制する。 

⚫ 合理的な走行ルートの選択と経済速度による走行に努める。 

■その他温室効果ガス削減に資する取組 

⚫ 日常的な節水の励行、「節水」表示により、施設利用者への呼び掛けを行う。 

⚫ 散水やトイレ洗浄水には雨水を利用する。 

⚫ 両面印刷、両面コピーの徹底に努め、可能な限り２アップ印刷等を励行する。 

⚫ 内部資料等では、使用済み用紙の裏紙利用を徹底する。 

⚫ マイバッグ、マイカップ等を使用し、使い捨て商品の利用を抑制する。 

⚫ 物品使用の合理化、再使用、再生利用を進め、廃棄物としての排出量を削減する。 

⚫ 本市が実施するイベント等においては、可能な限り廃棄物の発生抑制やエネルギー使

用量の低減化を図る。 

②環境価値の創出 

⚫ 本市が行う省エネルギー施策や再生可能エネルギー導入等の取組において、環境価値

を創出することを検討する。 
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本部員 

（各部局の長） 

副本部長 

（環境福祉部長） 

推進員（各課・施設に 1人） 

指示 報告 

 

指示 

本部長 

（副市長：エネルギー管理統括者） 

報告 
事務局：環境課 

（エネルギー管理企画

推進者） 
庁内推進委員会 

委員長 

（環境福祉部長） 

副委員長 

（環境課長） 

推進委員（各所属の長） 

推進本部 

７．実行計画の推進 

（１）推進体制 

本計画の推進には市の施策に関わる内容検討が必須であるため、全庁横断的な組織による

施策検討の場である「地球温暖化対策推進本部」を中心とした推進体制を組むこととする。 

なお、本市は省エネ法に該当していることから、省エネ法におけるエネルギー管理体制と

の整合を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の推進体制 

（２）実行計画の進捗管理 

実行計画期間中は各組織等が自らの役割を踏まえ、温室効果ガスの削減に向けた計画全体

の推進と、施設単位での毎年度の取組の推進の両方において、多層的に PDCA サイクルを運用

し、継続的な改善を図りながら推進する。 

 

 
徳島県三好市 環境福祉部 環境課 

〒778-8501  徳島県三好市池田町サラダ 1610 番地１ 

TEL 0883-72-3436 E-mail: kankyou@city.tokushima-miyoshi.lg.jp 


